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相対的危険指標による交通事故発生の危険性評価
石井憲一・斎藤和夫
A Study on the Risk Evaluation of Tra伍cAccident 
Occurrence by the Relative Risk Index 
Kerトichilshii旦ndKazuo Saito 
Abstract 
The objects of this study are: (1) to define the relative risk index (RRI) for evaluating the 
risk of traffic accident occurrence， (2) to evaluate the relationship between accident occurrence 
and some highway environmental factors by using RRI， and (3) to analyze the accident patterns 
of the highway sections which are grouped by RRI. 
Som巴 importantresults are obtained through this study and they suggest that the proposed 
index should be useful for evaluating the risk of tra伍caccidant occurrence in the sirnplest manner. 
I.はじめに
道路交通工学の目的は，人および貨物がその出発点 (origin)から目的地 (destinaton)まで
安全に，快適に， しかも迅速に移動しうる交通システムを確立することにある。今日のように
交通安全の問題が重大な社会問題として認識され，その解決を強く要求されている現状におい
て，安全な交通システムを確立することは道路・交通技術者にとって重要な役目となってい
る。一般的に交通安全の問題に同連ずる要因として人・卒・道路環境があげられそして，安全
対策として 3E 教育 (educatioJl)， 工学 (engineering)，規制 (enforcement)ー があげられてい
る。このなかにおいて，交通安全の問題解決に重要な役目をもつものとして道路環境に対する
工学的なアプローチがあげられる。
道路環境は交通の移動の場である道路施設と移動する交通そのものからなる環境 内的環
境ーと道路をとりまく周辺の地理的要素や自然条件などからなる環境一外的環境ーからなって
いる。 この内的環境のうち道路施設の設計および管理の基本的な要素としては交通量 (traffic
volume)と速度 (vehiculω.speed)があげられる。今後安全で快適な道路環境を創出し，ひい
ては安全な交通システムを確立するためには， この基本的な要素である交通量や速度と交通事
故発生に関する量的なあるいは質的な関係を十分に把握しておかなければならない。
本研究は， これらの観点から道路環境要因の基本要素である交通量を中心にして，速度お
よび道路縞員と交通事故発生の関係を相対的危険指標 (Relati.veRisk lndex) RRIを通してまド
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価し， さらに RRIによって分類されたク守ループの事故発生パターンを質的に把握するための
マクロ的な分析結果である。
すなわち，本研究の目的は (1)道路システムの事故発生の危険性を示す方法として相対的
危険指標 (RRI)を定義し， (2)この RRIを用いて交通量，速度，道路幅員と交通事故発生の
関係を考察し，さらに (3)RRIで分類された道路区間の事故発生ノfターンの特徴を分析する
ものである。
1. 危険性評価の方法と分析データ
II-1. 危険性評価の方法
交通事故発生の危険性を評価する方法として多くのものが提案されている。それらを大き
く2つに分けることができる九その 1つは道路システムそれ自体の危険性を評価するもので
あり，砲の 1つは道路システムを含む地域の危険性を評価するものである。本研究の対象は道
路環境であり，前者の場合に属する。
それらの方法としては，
(1) 事故数(死者数，傷者数，死傷者数などを用いることもある，以下向じ)などの絶対数
によるもの。
(2) 事故率によるもの。これには次の 3種類がある。
( i ) 道路の単位長さ当たりの事故数
( i) 単位走行合キロ当たりの事故数
(ii) 危険尺度 (m印刷reof hazardJ2) 
(3) 各種要因との相関にもとづくもの3)
(4) 統計的品質管理手法にもとづくものめ，5)
などがあげられる。
これらのうち，現在一般的に用いられているのは事故率によるものであり， とくに単位走
行台キロにもとづく事故率が世界的にも共通して利用されており，その算出方法は次式によっ
ている。
i -ニー- A6 ×106 
365・L.・(ADTi)
ここで，
ri:対象とする道路システムの事故率(件/100万走行台キロ (MVM))
Li:対象とする道路システムの長さ (km)
ADT包:対象とする道路システムの平均百交通量(台/日)
Ai:対象とする道路システムの事故件数(通常1年間における数)
(36) 
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この事故率は事故発生の偶然変動を考慮していないことから， (4)の方法は統計的考慮を
加えてより信頼性を高めた方法で、ある。
相対的危険指標 (RelativeRおkIndex) RRIの定義II-2. 
交通事故は走行走行台キロにもとづく事故率を用いて危険性を評価することの背景には，
そのために，最(走行合キロで表現される)に比例して発生するとし寸基本的な仮定がある。
この方法による事故ネによってあらゆる種類の事故発生の危険性を絶対的に比較しうる利点が
その lつは前述の偶然変動を十分に考慮しこの方法にはいくつかの欠点がある。ある。反面，
もう 1つはこの数値を用いて分類などを行なう場合に判断の絶対的な基ていないことであり，
異なる事故種類を 1つの判断基準にもとづいて評価できないこと準がないことでありさらに，
である。
この各種の事故に対する共通した判断基準が重要な役目を果すことか本研究じおいては，
ら，事故率の基本的な仮定を損なわず簡単に共通した判断基準を得る方法として次式で、表わさ
????
れる相対的危険指標 RRIを定義した6)，7)。
対象とする道路システムの事故数の全システムの
RRI =一一一一一 事故数に対す至宝蛤-笠L一一一一一
対象とする道路システムの走行量の全システムの
走行量に対する割合(%)
すなわち全体に対する対象クソレープの事故数と走行量の割合両者がそれぞれ等しし、割合，
RRIが1.0を越えるグループは走行量に対したカミって，RRIは1.0となる。が等しい場合に，
して事故の発生頻度が高くなり危険性が増大すると判断する。
それぞれ事故数と走行台キロを用いると対象クツレー全体に対する割合の代りに，上式中，
プの平均事故率となる。
分析データII-3. 
総延北海道の幹線道路システムを構成する国道26路線，本研究の対象としたデータは，
長4，125km (昭和43年現在)上で昭和43年度中に発生した人身事故 10，383件(踏切事故を除
これは同年全道で、発生した人身事故の約50%を占めている。く)である。
この幹線ネットワークを昭和43年に行なわれた全国交通情勢調査の調査区間を基礎にし
交通事故の種類、は発生型交通事故を各区間に分類して基礎データとした。て319区聞に分け，
さらにそれらを合計した全事故の 4つに態別から歩行者事故，車両相互事故と車両単独事故，
また，事故発生の場所別から交差点事故，非交差点事故および都市部事故と地方部
事故に分類している。
分類した。
道路環境要因としては，基本的な要素である交通量(各区間で観測した12時間交通量)と
それぞれの要因を 14グ
交通量クソレープに対11グループに分けて 319医開を集約化している。
速度(区間平均速度)の他に道路幅員(区間平均i隔員)の 3つを採用し，
(37) 
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表 1 交通量グノレープ別道路延長と走行量
交通量グノレーブ 道 路 延 長 走 行 量
Z言"-，己 可仁才 (台/12hr) (km) % 100万台粁 号も
V1 。~499 418.9 10.16 52.6 1.31 
V2 500- 999 786.0 19.06 203.0 5.05 
V3 1，000-1，499 868.8 21.06 389.8 9.69 
V4 1，500-2，999 1，199.8 29.09 935.9 23.26 
Vs 3，000-4，499 300.1 7.28 403.7 10.03 
V6 4，500-5，999 115.5 2.80 227.9 5.66 
V7 ふ000-7，999 133.5 3.24 322.8 8.02 
V8 8，000-9，996 71.1 1.72 229.9 5.71 
Vg 10，000-n，999 85.8 2.08 345.1 8.58 
VlO 12，000-13，999 48.1 1.17 228.6 5.68 
Vll 14，000-17，999 50.7 1.23 283.1 7.04 
V12 18，000-21，999 20.4 0.49 146.7 3.65 
V13 22，000 -25，999 16.4 0.40 142.7 3.55 
V14 26，000以上 9.7 0.24 111.3 2.77 
A下I、 計 4，124.8 100.0 4，023.1 100.0 
?
?????
?
?
?
?
??
?
?
?
????????????
??? ???
? ?
?
???????
?
?
?
?
???
??
???
? ?
??
?????
?
??
???????
?
?
?
??
?
? ? ?
???
?
???????
??
?
??
?
??
?
??
? ? ?
?
?
???
? ? ?
??????
?
??????
? ?
?
?
? ?? ??
???「???????????? ?????ー ? ?
?
??
?
????
???
? ?
? ? ? ? ? ?
?
? ?
?
??
?
???
?
??????
?
?
???
???????
?
?
?
↑?? ?? ???
↑?
?
?
??
????
?
?
?
?
? 、??
??????
?
?
?
? ???? ?? ?
?
???????…?
?
?
，???
?
?
?↑?↑?? ?
?
??????↑
????
???????
?
?
?
??
???????
?
?
? ? ?????????????? ? ?
?
?
↑
?
?
??????
?
?
??
? ??
?
?
?
2.40 
5.50 
15.04 
9目41
5.96 
(38) 
相対的危険指標による交通事故発生の危険性評価 255 
????????? ?
?
↑????
?
??
? ?
??
? ? ? ?
??
?
? ? ↑??? ? ????
? ?
???
???
… ?
? ?
ー
?
?
????? ?
?
???
?
? ?
，
? ? ?
???
? ?
? ?
?
???
??
??
? ?
?
??
? ?? ?
??
8-9 
9-10 
170 6.75 444 
133 5.28 327 
。 。 ?
??
?
?
?
3.73 
3.33 
642 6.18 
485 4.67 
10-12 424 16.83 1，118 7.07 1，595 15.36 
12-14 
14-16 
263 10.44 665 19 
16-18 307 
6 
19 
2.53 
0.80 
947 9.12 
53 2.10 
12.19 
213 
1，122 
272 2.62 
13.95 
4.50 18- 109 4.33 341 17 
2.53 
2.27 
1，448 
467 
言十 2，519 100.0 7，114 100.0 10，383 100.0 
???
??????
?
?
?? ?
?
??????
?
? ?
???
?????????
?
??
?????
?
?
?
?
??
????
?????
??
??
?????
???
?
?
?
?
?
? ???
? 。
?
?
?
??
?
?
?
???? ?
?
?????????
?
?
??
????
?
?
?
????
????
?
?
??
??
? ???
??????
ーー ?
?
??????
? ?
?
??
?
?
???
?
?
?
? ??
??
???
?ー
? 「
??
「
?
????
?
??
?
?
???
?
?
?
???
???
???
?
?
?
?ー??〈
????
?
? ?〈
?
?
?
?
「?「?????
?
?? ?〉 ??
?
????
?
??
?
????
???
???
?
? ?
? ?????
ー
?
?
??
?????
?ヮ??
??
?
??
???
?
?
? ?
? ?
? ?
?
?
《?
?
?
? ?
?
?????
?
?
?
?? ???
?
?
?
??
??????
??
?
??????
? ?????? ?
?
???
????
??
ずる道路延長と走行量およびそれぞれの全体に対する割合を表-1に示す。 また各要因グルー
プに対する発生型態別事故数とその割合を表 2-表-41こ示す。
III. 分析結果
III-l. 3つの環境要国に対する危険性評価
1.交通量
i) 事故ネ(式(1)による算出)
率両単独事故を除く型態において交通量の増加により増加する傾向を示し特に車両相互
(39) 
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図 1 交通量グノレープと事故率
表 5 交通量範囲と危険性
V.I :時間交通量 3，000台未満 l悶<1.0 I 走行量に比して事故発生頻度が低い
王子戸山両二[主~;--I
JJ!?t-J竺竺竺00台以と[空三1.0
走行量と事故発生頻度がほぼ等しい
走行量に比して事故発生頻度が高い
300 
一一歩行者事故
危
一…車両単独事故Il5~ 
2.0 全事故
Rj=n 1.0 
<l <l <l <l <l <l <l <1 <l吋<l <l <lく
ートJω .t. u1 0-刈∞氾一一一一一
ζコーート心心コよ込
交通量グノレ p プ
図-2 交通量グノレープと危険指標
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事故についてその傾向が顕著である。車両単独事故は事故率自体低い値であるが交通量の増加
につれて減少する傾向にある(図-1)。
危険指標 (RRI，式(2)による)
?? ???
車両単独事故が他の型態と異なるパターンであるが歩行者事故，車両相互事故と全事故の
このことから事故率の高さは異なるが走行量からみた事故発パターンが近似的に一致する。
RRIの変動パターンから交通量の範聞によって交通生の危険性はこの 3者ほぼ等しくなる。
それを表-5に示す。車両単独事故につ事故発生の危険性を大きく 3つに分けて評価できる8)。
いてはこれと異なるパターンとなる(図-2)。
員i隔2. 
事故率
歩行者事故，車両相互事故と全事故は幅員が増加すると増加する傾向にある。車両単独事
故はその傾向が異なり，幅員の増加により減少している。
危険指標 (RRI)
????
交通量に対すると同じく歩行者事故，車両相互事故と全事故はほぼ同じパターンを示して
おり，幅員が増加するにつれでほぼ直線的に増加する傾向を示している。 RRIの値は幅員 10m
車両単独事故はやはり異なるパ以とになると1.0を越え危険性の大なることを示している。
ターンである(図-3)。
度速3. 
事故率
また速度の低いグ歩行者事故，車両相互事故と全事故は速度の増加と共に減少している。
ループは大きな事故率である。車両単独事故はやはり傾向が異なっている。
;:;，口
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速度グループと危ア標図-4
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i) 危険指標 (RRI)
交通量，幅員とは逆の傾向パターンである。すなわち，車両単独事故を除く型態で速度が
増加するにつれてほぼ直線的に減少する傾向を示している。 RRIは速度 40km/hr未満のグ
ループが1.0以上の値を示し速度の減少にしたがし、急激に大きくなっている。車両単独事故
はここでも異なるパターンを示している(区ト4)。
111-2. 環境要因の組合わせによる危険性評価
1. 要因の組合わせ
3つの環境要因について RRIの評価から次に述べる結果を得た。
i) 交通量は，表-5のように 12時間交通量3，000台-18，000台で RRIが1.0の値であ
るが事故型態別の傾向ノfターンから 12持間交通量 4，500台-6，000台のグループによ
り危険性の評価を分けることが出来る。
表 6 危険指標にもとづく環境要因の組合せ
RR国 o RRI>lo I 組合せた要因
塑と二プ』ヤt竺社l伽以上両一一一五坦主主三プ
速度グノレープ 140k吋hr以主到竺ザ1未満(D)I 交竺止さ1三二三
I I 幅員グノレープ [ 速度グノレープ
i 12時間交通量 I 12時間交通量 I '7~..::::I:::.~ fDUT ./1' '('7 I 交通量グノレープ¥..L4Jt1'TjRJ.X-，l.!E...!ili!. .l._，{.， tI'¥TJr.=lJY-..JJE.gS!.. ! m未満 (RRI<l)Wl 110何回町nr\l'UU?~)"1
I 4，500台未満 (E)I 4，500台以上 (F)I 7-10m (RRI土1)W2 I 35-45km/hr(RRI~1)82 
十一一一一一一一人一一 i10m以上(叩刈W3I 45-65km/hr(聞く1)83
* 以下の分析は A，W)， SI等の記号を用いる。
表-7 危険指標にもとづく要因グノレープ別事故件数
都市部
全事故|地方部
百十
(42) 
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10-12 mのグループにより危険性の評価が分かれる。幅員は，
?????
40-45km/hrのグループにより危険性の評価が分かれる。速度は，
?? ????
上記の判断から危険指標 (RRI)により表-6のように組合せる。
表-7に危険指標にもとづく要因グループ別の事故件数を事故型態別，都市部・地方部別に
割合(%)はそれぞれの合計に対するパーセントである。示す。表中，
幅員と交通量2. 
Aグループ (RI;;;1.0)
歩行者事故と車
両相互事故は傾向が同じであるがRRIにかなりの違いがある。すなわち， RRIが1.0以上であ
るのは歩行者事故では4，500台-8，000台と 12，000台-18，000台であるが車両相互事故は3，000
どちらの型態も交通量の増加に対して増加す
このグループには 12時間交通量 18，000台以上の区聞は含まれていない。
台以上の全てにおいて RRIが1.0以上である。
るパターンであるが，車両単独事故は全く異なる傾向を示している(図-5)。
Bグノレー プ (RRI>1.0) 
?????
このクソレープには 12時間交通量 1，000台未満の区聞は含まれていない。歩行者事故，車両
歩行者相互事故と車両単独事故は RRIの変動が大きく交通量による傾向は明らかではない。
事故は3，000台-10，000台，車両相互事故は 18，000台以上においてそれぞれ1.0以上の RRIを
3，000台-4，500台 (V5)のクゃループでは3つの型態が大きな RRI，2.0を示して示している。
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3. 速度と交通量
i) Cクグ守/レ一プ (RRI三豆=立1.βO
このグ、/ルレ一プのi傾頃l向匂ノfタ一ンはAクググ、渦、ル一フプOと同じでで、あり RRIもiほま引iほぼまぎや等しい(凶一7列)。
i川i) D クグ、ノルレ一フプ，0(RRI>1.βO紛) 
歩行者事故と車両相互事故の傾向は同じパターンである。それらは12時間交通量10，000台
までは直線的な増加， 次に 18，000台までは減少しさらに 18，000台以上になると再び増加する
傾向であり前述のごとき 3 つのパターンに分けることができる。 8，000 台~1O，000 台で 3.0 と大
きな RRIを示す。車両単独事故は異なるパターンである(図-8)。
4. 交通量と幅員と速度
3つの要因組合せグループの危険指標 (RRI)と事故率の値を表-8に示す。
表--8 3要因組合せグノレープの危険指標と事故率
歩行者事故
全事故
* カツコの中が事故率である。
i) EグノLーブ (RRI豆1.0)
(a) 事故率
0.56 (1.38) I '1 (E) 1.044 
0.58 (1.44) I 
[(F)2.481 
0.58 (1.45) I 
(E) 1.718 
(F)3.430 
歩行者事故，車両相互事故は幅員大速度中 (W3SZ)で大きい事故率を示している。 車両単
独事故は全て1.0以下の小さい値である。全事故の事故率は1.72であるが幅員大速度中 (W3S2)
で 14.68と大きい値である。
(b) 危険指標 (RRI)
歩行者事故，車両相互事故は幅員中 (W2)，幅員大 C'vV3)で同じ傾向パターンである。すな
(4) 
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わち，幅員中 (W2)は速度の増加により減少するパターンであり l幅員大 (W3)では速度中 (Sz)
で大きな RRIを示してし、る。 1I話員小(明日)はどちらも RRIは小さい。車両単独事故の傾向は
異なる(区[-9)。
i) Fグループ (RRl>1.0) 
(乱)事故不
歩行者事故は1扇員大速度小 (W3Sj) で事
故率1.45である他は小さな値である。車両相
互事故は歩行者事故に対して大きな事故率で
あり特にi幅員大速度小川T3Sj) で大きい。車
両単独事故は小さいが全三奔放では， 3.43と大
きな事故本である。
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(b) 危険指標 (RRI) 図-9 糊員・速度と危険指標:交通量:グループ (E)
歩行者事故，車両相互事故ともに各幅員
グループで速度による傾向がみられる。すな
わち， 1幅員中・大 (W2，W3)のグループはjfri
型態とも速度の増加により，減少す明る傾向ノf
ターンである。 1.原員小 (Wj) は歩行者事故が
減少，車両相互事故が増加のパターンを示し
ている(凶 10)。
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図-10 幅員・速度と危険指標:交通量クノレープ (F)
1. 交通量 14グループについて
i) 事故類型と構成率変化
各クラス内の事故類型構成率を図-11に示す。歩
行者事故は交通量の増加に対してほぼ一定を保ち25%
程度である。車両相互事故は V.I(llの表-5，以下向
60 
40 
20 
D 
100 
r詩 80 
hx 60 
平三 40 
じ)でぼく V.II，Vlllの範囲でほぼ一定となる。車両 協) 20 
単独事故は V.Iの範囲で約20%を示L， 車両相互事
故の率を低下せしめてし、る。しかし，車両単独事故の
率は交通量の増加につれて低下する。いずれのクラス
においても車両相互事故が多い。
i) 事故発生地点の地理的環境変化 図-11
事故発生地点の道路の沿道開発状況を都市部 (urban)と地方部 (rural)に分け， 各クラス
内の事故をこの両者に分類した構成率を図-12に示す。これにより，交通量の増加につれて道
(45) 
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路環境が都市化する状態一一都市部事故の構成率似酌トーが明らかになる。 また表-5(Il) 
の3つの交通量範囲の地理的性格が明らかになる。 すなわち， V.Iは地方部的， V.IIIは都市
部的性格であり， V.llはこの両者が混在し交通量の増加につれて都市部的性格が優位になり，
V.IIIに移行する。 V.Iにおいて歩行者事故の蔀市部的発生割合が高いのは人の行動が市街地
中心に行なわれる結果を反映している。
ii) 交差点事故の構成率変化
各クラスの事故を交差点事故と非交差点事故に分け，その構成率を図 13に示す。交通量
の増加につれて交差点事故の割合が増加する傾向にある。とくに多行者事故においてその傾向
が著しい。これは道路環境の都市化一一交差点密度の増加と歩行者窮度の増加一ーに関係する
と考えられる。 図-14は交差密度と交差点事故率を示している。全事故についてみると，交差
点事故の構成率はV.Iで20%，V.IIで40%そして V.IIIで60%程度である。
iv) 事故形態と構成率変化
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図-13 交通量と交差点*故
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図 15 交通量と歩行者事故の
事故形態構成率変化
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歩行者事故と車両相互事故の事故発生形態をそれぞれ 5種類にまとめた各クラス内の構成
率を凶-15，I玄1-16に示す。
歩行者事故のうち交通量の増加にともなって増加する形態は交差点横断中のものである。
このパターンは歩行者事故の交差点事故の変化にほぼ一致する(図 13)。主幹路横断中の主主は交
通量の変化にかかわらずほぼ一定になる。また交通量の増加につれて減少する形態は対面背面
進行中と路ーと遊戯・とび出し形態であり， ともに地方部的性格の交通量範囲において両くなっ
ている。
車両相互事故のうち，大きな特徴は追突事故の構成率が交通量の増加とともに非常に高く
なりv.m範囲で70%にも達することで、ある。これは交差点密度の増加(図-14)が理由の一部
であるがまた，交通量増加にともなう混雑度の増加の影響が大きいと忠われる。交差点におけ
る衝突(出会頭・右左折)がほぼ一定であることからも後者の理由が裏づけられる。 追越時の
事故は V.Iの範囲で非常に多く交通量の増加とともに減少する。これは交通量の少ない場所の
道路交通状態と設計条件に関係するものであろう。この両者は交通量の増加にともない追突形
態へ移行する傾向にある。
2. EとFグループについて
i) 歩行者事故の構成率
(47) 
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歩行者事故の事故発生形態を5種類にまとめた各グループの構成率を図-17に示す。
まずらEグループの特徴は路上遊戯・とび出しが大きな構成率を示していることである。
交差点横断単路横断中の形態は幅員小 (Wj) で速度の増加により減少する傾向を示している。
中は構成率が小さいがi幅員中速度大(羽T2S3)のク、ノレー ブで50%以上の構成率を示している。
斗i路横また，Fクソレープの特徴は交差点横断中が大きな構成率を示していることである。
対面j背面進行中断中の形態は幅員大 (W3)で速度の増加とともに増加する傾向を示している。
はきわめて小さな構成率である。
車両相互事故の構成率
?????
車両相互事故の事故発生形態を5種類にまとめた各クゃループの構成率を図-18に示す。
追突と追越同また，Eグループの特徴は追突事故形態が大きい構成率を示すことである。
の形態においてI幅員小・中 (Wb W2)のクソレーブで速度の変化による傾向がきわめて大きな変
化を示している。交差点内衝突(出会頭・右左折)は1隔員小 (Wj) のクソレーブが大きな構成率を
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図-17
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図 18 要因組合せによる車両相互事故の事故形態構成率変化
Fクソレープの特徴は追突事故形態が60%以上の構成本であり，幅員.速度にかかわらず
きいことてで、ある。またこの形態はl幅員中・大 (W2，九N3)で速度の増加により増加する傾向を示
している。 イ自の形態は構成率が小さいが， ljJ高員中速度小 (WzSj) のグルーフりで交差点内衝突の
形態が30%以上の構成率て、ある。
IV. 分析結果のまとめ
1) 事故率は交通量の増加とともに高くなる傾向がある。
2) (2)式で定義した相対的危検指標 (RelativeRisk lndex: RRI)は交通事故発生の危険
性を質的に評価する有効な尺度であり，歩行者事故と車両相互事故の発生に対する危険性はほ
ぼ、等しい。
3) 危険指標にもとづいて交通量範囲を大きく 3つに分けることができる。その範囲は12
時間交通量が3，000台未満， 3，000台-18，000台と 18，000台以上である。
(49) 
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4) 幅員が増加すると危険指標は直線的に大きくなっている。幅員 10m以上で危険指標
は1.0以上となり危険性が高くなる。
5) 速度の小さなク。ループが大きな危険指標を示し速度が増加すると減少する。速度40
km/hr未満のクゃループが1.0以上の危険指標を示している。
6) 交通環境要因としての交通量，幅員，速度を危険指標1.0にもとづいてそれぞれクゃルー
プ化したところ事故型態別，地域特性別の危険性にはっきりとした違いがみられる。
7) 都市部における事故発生割合は交通量の増加とともに高くなり，道路の地理的環境が
都市化ずる過程を反映する。この結果から， 3つの交通量範囲の地理的性格が把握される。す
なわち，地方部型，地方音/)から都市部への推移型そして都市部型となる。
8) 交差点事故の割合は交通量の増加とともに高くなる。とくに歩行者事故においてこの
傾向は著しい。これは道路環境の都市化にともなう交差点密度と歩行者密度の増加に関連する
ものと考えられる。
9) 交通量を危険指標により 2つのクツレーフ。に集約したところこの両グループ聞において
事故類型の構成率ノfターンに違いがあるのが示された。特に，歩行者事故は低交通量において
路上遊戯・とび出しが高い構成率であり，交通量大で、は交差点横断中の事故が高い構成率で
ある。
V. おわりに
以上の分析を通して，主要な交通環境要因一一一交通量，速度，幅員一ーから交通事故発生
の危険性を相対的危険指標 RRIを通して評価し，従来の事故分析では得られなかったいくつ
かの結果を得た。 RRIによる危険性評価の方法は交通事故分析のlつの方法として利用できる
ものと思われる。そして，分析結果は安全性を中心とした道路の設計や交通管理のためにいく
つかの基礎的情報を示した。
現在，ここでとりあげた要因の他の潔境要因を含めて要因分析的な手法を用いて，事故発
生の予測に関する方法論を体系化することを進めている。これら一連の研究を通して，交通安
全問題を科学的な側面からアプローチL，安全で
ものでで、ある。
最後に，木研究のために資料を提供された北海道開発局ならびに北海道警察本部に感謝の
意念表する。 なお，データ処理は北海道大学大型計算センタ-F ACOM 230-60で行った。
(昭和49年5月21日受理)
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